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第１章 事業の概要 

 
1-1 全体概要 

（1）目的  

森林・山村多面的機能発揮対策の取組に関して、各都道府県に設置された地域協議会

の運営状況や、活動組織が実施した森林・山村の多面的機能の維持・向上のための活動

内容やその効果等について調査・分析を行うことにより、本対策の内容や支援のあり方

を評価検証するとともに、活動事例集の作成、活動事例の発表会、協議会の情報交換等

を開催し、本対策の推進を図ることを目的とする。 
 

（2）履行期間  

平成 27 年 8 月 21 日から平成 28 年 3 月 18 日まで 

 

（3）事業の進行  

  森林・山村多面的機能発揮対策に係る地域協議会及び活動組織の取組状況や課題等を、

アンケート調査やヒアリング等を通じて把握するとともに、本対策において今後求めら

れる取組や、事業の展開方策等の整理を行った。 
本事業における実施項目と作業フローを以下に示す。 

 

 

 

  

「地域協議会へのアンケート調査及びヒアリング」、「活動組織へのアン

ケート調査」を通じた本交付金の取組状況 

 
■アンケート調査 

①地域協議会（発送：45 団体→回答：45 団体）回収率 100％  
②活動組織（発送：1,823 団体→回答：1,155 団体）回収率 63.4％ 

■ヒアリング 
 ・地域協議会（3 団体） 

森林・山村多面的機能発揮対策普及セミナーの開催 

（平成 28 年 2 月 10 月に都内で開催、103 名参加） 

報告書とりまとめ 

検討委員会の開催 

・他地域の参考となる汎用性の高い事例抽出 
・地域協議会から推薦された活動組織の情報 

活動組織に関する「活動事例集」の作成（20 事例） 

他地域の参考となる汎用性の高い取組事例（地

域協議会、活動組織）の抽出 

第１回 
(平成 27 年 10 月 21 日) 
・事業概要 
・地域協議会及び活動組織

へのアンケート調査 

第 2 回 
(平成 27 年 12 月 16 日) 
・地域協議会及び活動組織 

へのアンケート調査結

果（速報）報告 
・ヒアリング先および活動

事例集について 

第 3 回 
(平成 28 年 3 月 11 日) 
・報告書(案)について 
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1-2 各実施項目の概要 

本事業において実施した内容について、以下に項目別に示す。 

 
（1）地域協議会へのアンケート調査及びヒアリング 

地域協議会における取組状況や課題等を把握するため、全 45 地域協議会を対象にした

アンケート調査を実施し、その結果を受けて、より具体的な取組状況等を確認するため

の補足的なヒアリングを 3 地域協議会に実施し、その内容を整理・分析した。 
 

①アンケート調査の概要 

45 地域協議会を対象に書面によるアンケートを実施した。 

    
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 関連する記述   結果概要 → 第 2 章 
アンケート調査票、集計結果 → 付属資料 資料 1、資料 2 

 
②ヒアリングの概要 

アンケート調査の結果を踏まえて、取組状況や課題をより具体的に把握するための

補足的なヒアリングを 3 地域協議会に対して実施した。 

 
 
 
 
 
 
 

 関連する記述   結果概要 → 第 2 章 
ヒアリング要旨 → 付属資料 資料 3 

項目 内容 

目的 森林・山村多面的機能発揮対策における地域協議会の取組状況や課題

等の把握 
対象 全国の地域協議会（全 45 団体） 

調査期間 平成 27 年 11 月 13 日（金）～30 日（月） 

設問形態等 計 26 問（選択式 14 問、記述式 2 問、選択式・記述式併用 12 問） 
※うち 1 問は枝番号を付した小問で構成 

調査方法 郵送を基本とし、希望する協議会には E-mail で書式を送受信 

回収率 100％（45 団体全てが提出） 

項目 内容 

目的 地域協議会の取組状況のより具体的な把握 

対象 
3 地域協議会 
（一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構、森林・山村多面的機能

発揮対策愛知県協議会、公益社団法人高知県森と緑の会） 
実施期間 平成 28 年 1 月 12 日（火）～1 月 18 日（月） 

実施方法 現地にて対面式で実施 
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（2）活動組織へのアンケート調査の概要 

  平成 26 年度に交付金の交付を受けた活動組織及び、平成 27 年度に活動を実施予定の

活動組織（計 1,823 団体）を対象に、交付金で実施した活動の内容やその効果等を把握

するためのアンケート調査を実施した。 

 関連する記述   結果概要 → 第 3 章 
アンケート調査票、集計結果 → 付属資料 資料 4、資料 5 

 
 
  

項目 内容 

目的 森林・山村多面的機能発揮対策交付金で実施した活動内容及び活動の効果

の把握 

対象 
平成 26 年度に活動を実施した活動組織及び平成 27 年度に活動を実施予

定の年度に活動を実施予定の組織 
（計 1,823 団体） 

調査期間 平成 27 年 11 月 16 日（月）～11 月 30 日（月） 

設問形態等 計 31 問（選択式 20 問、記述式 2 問、選択式・記述式併用 21 問） 
※うち 6 問は枝番号を付した小問で構成 

調査方法 郵送を基本とし、希望する協議会には E-mail で書式を送受信 
回収率 63.4％（回答 1,155 団体） 
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（3）活動事例集の作成 

  他地域の活動組織の参考となる活動を実施している活動組織として、各都道府県の地

域協議会から推薦のあった活動組織のうちから 20団体を活動事例集の掲載候補として選

定した。アンケートの調査結果をもとに取組状況を整理するとともに、関連情報を補完

するための現地での聞き取りを実施し、その成果を事例集形式で整理した。 

 

      ▼事例集として活動状況を整理した 20活動組織（順不同） 

 
 関連する記述   活動事例集 → 第 4 章 

項目 内容 

目的 汎用性があり、他地域のモデルとなる取組情報の発信を通じた、情報及びノ

ウハウの共有 

対象 
地域協議会から優良事例として紹介のあった活動組織から、アンケート調査

の結果を踏まえて、地域差、活動タイプの多様さ等を考慮して抽出した 20
活動組織 

調査期間 平成 27 年 12 月 24 日（木）～平成 28 年 1 月 28 日（木） 
調査方法 現地にて対面式で聞き取りを実施 

No. 所在地 団体名 

活動タイプ 

里
山 

竹
林 

資
源 

機
能 

教
育 

1 岩手県 紫波町 紫波地区里山林保全活動実践協力会 ● 

 

   ● 

2 宮城県 仙台市 権現森自然研究会 ●    ● 

3 秋田県 能代市 二ツ井宝の森林（やま）プロジェクト   ●   

4 群馬県 藤岡市 桜山きづきの森 ●  ●   

5 東京都 あきる野市 あきる野菅生の森づくり協議会 ●  ●  ● 

6 埼玉県 所沢市 狭山丘陵の森レスキュー隊 ●    ● 

7 神奈川県 横須賀市 NPO 法人三浦半島生物多様性保全 ● ●   ● 

8 岐阜県 各務原市 NPO 法人 竹林救援隊 ● ● ●  ● 

9 静岡県 静岡市 麻機自然体験コミュニティ「Balance」 ● ●    

10 愛知県 瀬戸市 特定非営利活動法人 海上の森の会 ● ● ● ● ● 

11 三重県 伊賀市 伊賀の里山整備・利用を考えるグルー

 

● ●   ● 

12 

 

滋賀県 長浜市 山門水源の森を次の世代に引き継ぐ会     ● 

13 京都府 京丹後市 京丹後木の駅実行委員会 ●    ● 

14 和歌山県 橋本市 河和の森保全の会 ● ● ●  ● 

15 岡山県 津山市 NPO 法人倭文の郷 ● ● ●  ● 

16 広島県 広島市 美鈴恵みの森づくり  ● ● ● ● 

17 高知県 南国市 白木谷ゆめクラブ  ●    

18 福岡県 直方町 金剛山もととり保全協議会 ● ●    

19 宮崎県 木城町 駄留地区鳥獣被害対策協議会 ● ●   ● 

20 鹿児島県 南九州市 知覧町たけのこ振興会  ●    
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（4）森林・山村多面的機能発揮対策普及セミナーの開催 

  地域協議会及び活動組織へのアンケート調査、ヒアリング等の結果を踏まえて、他地

域の活動の参考となる取組を行っている地域協議会と活動組織を抽出し、その成果を関

係者で共有することを目的としたセミナーを下記内容で開催した。 

項目 内容 

目的 他地域の地域協議会、活動組織の参考となる汎用性の高い取組や、課題解決の方

策等の共有 
対象 地域協議会、都道府県の交付金担当者など 

開催日時 平成 28 年 2 月 10 日（水）10:00～15:00 
会場 航空会館 7 階大ホール（東京都港区） 

プログラム 

10:00 開会 

10:05 基調講演（45 分間） 
〔講演者〕山本信次氏（岩手大学農学部 准教授） 
〔演題〕「3.11 後の森と付き合う作法を提案する －マチの森林ボランティ

ア・ムラの森林ボランティア－」 

10:50 活動組織による活動事例報告（1 団体 25 分×4 団体＝100 分） 
・紫波地区里山林保全活動実践協力会（岩手県紫波町） 
・麻機自然体験コミュニティ「Balance」（静岡県静岡市） 
・非営利特定活動法人 海上の森の会（愛知県瀬戸市） 
・金剛山もととり保全協議会（福岡県直方市） 

12:30 休憩（60 分） 

13:30 パネルディスカッション（90 分） 
   〔コーディネーター〕 

山本信次氏（岩手大学農学部 准教授） 

〔パネラー〕 
今泉裕治（林野庁 森林利用課 山村振興・緑化推進室 室長） 

丹羽健司氏（特定非営利活動法人 地域再生機構 
木の駅アドバイザー） 

    原田明氏（一般財団法人 都市農山漁村交流活性化機構 
コミュニティビジネスチーム長） 

三好日出雄氏（高知県森と緑の会 専務理事兼事務局長） 
森勝氏（岐阜県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長） 

  ＜五十音順＞ 
15:00 閉会 

参加者 

103 名 
（都道府県関係者 32 名、地域協議会関係者 43 名、活動組織関係者 13 名（う

ち発表団体関係者 11 名）、市町村関係者 3 名（いずれも長浜市）、林野庁 8 名、

マスコミ 2 名、検討委員会委員 2 名） 
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 関連する記述    結果概要 → 第 5 章 
配布資料 → 付属資料 資料 6 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
  

100名を超える参加があった パネルディスカッションの実施状況 
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（5）検討委員会の開催 

  森林・山村多面的機能発揮対策の取組状況等について、専門的な見地から検討を行い、

今後の展開等についての論点の整理や提言を行うことを目的に、有識者 4 名で構成する

「平成 27 年度森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会」を設置し、3
回の委員会を開催した。検討委員会の委員構成及び各回の開催概要を以下に示す。 

 
 

森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会 委員一覧 

 〔事務局〕林野庁 森林整備部 森林利用課 

 
検討委員会の開催状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 関連する記述    検討経過 → 第 6 章 

議事要旨 → 付属資料 資料 7 

氏名（敬称略） 所属・役職 備考 

山本 信次 岩手大学農学部 准教授 委員長 
川尻 秀樹 岐阜県立森林文化アカデミー 教授 

委員 北川 善一郎 長浜市 産業経済部 理事 
丹羽 健司 特定非営利活動法人地域再生機構 木の駅アドバイザー 

回数 開催日時 会場 主な検討議題 

第1回 平成 27年 10月 21日(水) 
10:00－12:00 

東京国際フォーラム 
G601 会議室 

・事業概要 
・地域協議会及び活動組織へのアンケ

ート調査 

第2回 平成 27年 12月 16日(水) 
14:00－16:00 

東京国際フォーラム 
G503 会議室 

・地域協議会及び活動組織へのアンケ

ート調査結果（速報）報告 
・ヒアリング先および活動事例集につ

いて 

第3回 平成 28 年 3 月 11 日(金) 
14:00－16:00 

東京国際フォーラム 
G401 会議室 ・報告書について 

検討委員会の開催風景（第 2 回） 


